
令 和 ３ 年 度

統一的な基準に基づく

財務書類４表

（一般会計等・全体・連結）

令和５年３月

滋賀県日野町



（単位：千円）

金額 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 32,534,906 固定負債 9,733,242

有形固定資産 30,113,364 地方債 7,853,173

事業用資産 12,715,218 長期未払金 -

土地 5,920,411 退職手当引当金 1,784,940

立木竹 - 損失補償等引当金 91,328

建物 19,306,008 その他 3,802

建物減価償却累計額 △13,035,579 流動負債 898,997

工作物 1,154,745 1年内償還予定地方債 748,495

工作物減価償却累計額 △630,367 未払金 -

船舶 - 未払費用 -

船舶減価償却累計額 - 前受金 -

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 118,063

航空機 - 預り金 30,386

航空機減価償却累計額 - その他 2,053

その他 - 10,632,239

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 - 固定資産等形成分 33,891,006

インフラ資産 16,939,805 余剰分（不足分） △9,823,921

土地 433,043

建物 1,805,736

建物減価償却累計額 △1,634,885

工作物 62,472,982

工作物減価償却累計額 △46,898,939

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 761,867

物品 954,453

物品減価償却累計額 △496,112

無形固定資産 16,968

ソフトウェア 16,968

その他 -

投資その他の資産 2,404,575

投資及び出資金 493,701

有価証券 -

出資金 39,157

その他 454,544

投資損失引当金 -

長期延滞債権 98,639

長期貸付金 2,616

基金 1,814,222

減債基金 333,542

その他 1,480,680

その他 -

徴収不能引当金 △4,604

流動資産 2,164,417

現金預金 785,577

未収金 22,772

短期貸付金 1,221

基金 1,354,879

財政調整基金 1,214,879

減債基金 140,000

棚卸資産 -

その他 -
徴収不能引当金 △32 24,067,084

34,699,323 34,699,323

【様式第１号】

一般会計等貸借対照表
（令和４年３月31日現在）

科目 科目

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計



（単位：千円）

金額

経常費用 9,715,919

業務費用 5,309,560

人件費 2,073,323

職員給与費 1,575,626

賞与等引当金繰入額 118,063

退職手当引当金繰入額 -

その他 379,634

物件費等 3,134,324

物件費 1,520,994

維持補修費 204,756

減価償却費 1,408,574

その他 -

その他の業務費用 101,914

支払利息 41,975

徴収不能引当金繰入額 4,019

その他 55,920

移転費用 4,406,359

補助金等 1,868,118

社会保障給付 1,601,148

他会計への繰出金 935,157

その他 1,937

経常収益 237,003

使用料及び手数料 74,217

その他 162,786

純経常行政コスト 9,478,917

臨時損失 21,885

災害復旧事業費 5,576

資産除売却損 16,309

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 -

臨時利益 4,232

資産売却益 4,232

その他 -

純行政コスト 9,496,570

【様式第２号】

一般会計等行政コスト計算書
自　　令和３年４月 １日
至　　令和４年３月31日

科目



（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 23,924,783 33,888,461 △9,963,679

純行政コスト（△） △9,496,570 △9,496,570

財源 9,464,211 9,464,211

税収等 6,767,937 6,767,937

国県等補助金 2,696,273 2,696,273

本年度差額 △32,359 △32,359

固定資産等の変動（内部変動） △172,117 172,117

有形固定資産等の増加 615,312 △615,312

有形固定資産等の減少 △1,422,019 1,422,019

貸付金・基金等の増加 708,878 △708,878

貸付金・基金等の減少 △74,288 74,288

資産評価差額 △23 △23

無償所管換等 174,684 174,684

その他 - - -

本年度純資産変動額 142,302 2,544 139,757

本年度末純資産残高 24,067,084 33,891,006 △9,823,921

【様式第３号】

一般会計等純資産変動計算書
自　　令和３年４月 １日
至　　令和４年３月31日

科目 合計



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 8,314,831

業務費用支出 3,908,471
人件費支出 2,084,827
物件費等支出 1,725,750
支払利息支出 41,975
その他の支出 55,920

移転費用支出 4,406,359
補助金等支出 1,868,118
社会保障給付支出 1,601,148
他会計への繰出支出 935,157
その他の支出 1,937

業務収入 9,529,986
税収等収入 6,770,907
国県等補助金収入 2,558,657
使用料及び手数料収入 74,184
その他の収入 126,238

臨時支出 5,576
災害復旧事業費支出 5,576
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 1,209,580
【投資活動収支】

投資活動支出 1,280,091
公共施設等整備費支出 609,990
基金積立金支出 599,039
投資及び出資金支出 69,342
貸付金支出 1,720
その他の支出 -

投資活動収入 184,147
国県等補助金収入 137,616
基金取崩収入 39,073
貸付金元金回収収入 1,696
資産売却収入 5,762
その他の収入 -

投資活動収支 △1,095,944
【財務活動収支】

財務活動支出 735,468
地方債償還支出 731,606
その他の支出 3,862

財務活動収入 823,428
地方債発行収入 823,428
その他の収入 -

財務活動収支 87,960
201,596
553,595
755,191

前年度末歳計外現金残高 20,447
本年度歳計外現金増減額 9,940
本年度末歳計外現金残高 30,386
本年度末現金預金残高 785,577

本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

【様式第４号】

一般会計等資金収支計算書
自　　令和３年４月 １日
至　　令和４年３月31日

科目 金額
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【一般会計等財務書類 注記事項】 

 

1 重要な会計方針 

 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和59年度以前に取得したもの････････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 出資金の評価基準及び評価方法 

① 出資金 

市場価格のないもの････････････････････････出資金額 

 

⑶ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物     8年～50年 

工作物   10年～60年 

物品     3年～17年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当町における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっていま 

す。） 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引

及びリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きま

す。） 

･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 
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⑷ 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額から、滋賀県市町村職員退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額

から既に当町職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、同組合における積

立金額の運用益のうち当町へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する

法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑸ リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総

額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑹ 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金） 

なお、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

⑺ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額または見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産とし

て計上しています。 

ソフトウェアについても、物品の取扱いに準じています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、原則として、法人税法基本通達第７章第８節によ

っています。 
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2 追加情報 

 

⑴ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

② 地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられているため、出納整理期間における現

金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

③ 千円、百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

実質赤字比率       － 

連結実質赤字比率     － 

実質公債費比率    6.5 ％ 

将来負担比率    40.5 ％ 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額   1,446 百万円 

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額   488 百万円 

 

⑵ 貸借対照表に係る事項 

① 地方交付税措置のある地方債のうち、後年度の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に

含まれることが見込まれる金額   9,663 百万円 

② 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく将来負担比率の算定要素は、次のとおりで

す。 

標準財政規模                       6,437 百万円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額     838 百万円 

将来負担額                       15,162 百万円 

充当可能基金額                      3,227 百万円 

特定財源見込額                           － 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額       9,663 百万円 

 

⑶ 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 
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⑷ 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支   716 百万円 

② 既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 11,091 百万円 10,336 百万円 

繰越金に伴う差額 △ 553 百万円 － 

資金収支計算書 10,538 百万円 10,336 百万円 

地方自治法第233条第１項に基づく歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上しますが、

資金収支計算書では計上しないため、その分だけ相違します。 

③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

資金収支計算書の業務活動収支     1,210 百万円 

投資活動収入の国県等補助金収入    138 百万円 

未収債権（増減額）          △ 3 百万円 

減価償却費            △ 1,409 百万円 

賞与等引当金（増減額）         11 百万円 

退職手当引当金（増減額）        37 百万円 

徴収不能引当金（増減額）   △ 4 百万円 

資産除売却損            △ 16 百万円 

資産売却益               4 百万円 

純資産変動計算書の本年度差額      △ 32 百万円 

④ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額     800 百万円 

一時借入金に係る利子額       － 



（単位：千円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 49,361,410 固定負債 22,343,318

有形固定資産 45,808,354 地方債等 14,142,523

事業用資産 12,715,218 長期未払金 -

土地 5,920,411 退職手当引当金 1,856,964

立木竹 - 損失補償等引当金 91,328

建物 19,306,008 その他 6,252,502

建物減価償却累計額 △13,035,579 流動負債 1,718,002

工作物 1,154,745 1年内償還予定地方債等 1,357,166

工作物減価償却累計額 △630,367 未払金 199,163

船舶 - 未払費用 -

船舶減価償却累計額 - 前受金 -

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 129,234

航空機 - 預り金 30,386

航空機減価償却累計額 - その他 2,053

その他 - 24,061,319

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 - 固定資産等形成分 50,923,005

インフラ資産 32,304,331 余剰分（不足分） △21,697,767

土地 631,663 他団体出資等分 -

建物 2,330,606

建物減価償却累計額 △1,998,809

工作物 85,564,218

工作物減価償却累計額 △55,080,116

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 856,769

物品 1,720,304

物品減価償却累計額 △931,499

無形固定資産 1,264,173

ソフトウェア 16,968

その他 1,247,206

投資その他の資産 2,288,882

投資及び出資金 39,157

有価証券 -

出資金 39,157

その他 -

長期延滞債権 142,914

長期貸付金 2,616

基金 2,112,665

減債基金 333,542

その他 1,779,123

その他 -

徴収不能引当金 △8,470

流動資産 3,925,148

現金預金 2,058,470

未収金 306,310

短期貸付金 1,221

基金 1,560,375

財政調整基金 1,420,375

減債基金 140,000

棚卸資産 430

その他 -

徴収不能引当金 △1,658
繰延資産 - 29,225,238

53,286,558 53,286,558

【様式第１号】

全体貸借対照表
（令和４年３月31日現在）

科目 科目

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

負債合計



（単位：千円）

金額

経常費用 14,506,682

業務費用 6,784,325

人件費 2,244,104

職員給与費 1,714,629

賞与等引当金繰入額 129,234

退職手当引当金繰入額 -

その他 400,241

物件費等 4,199,329

物件費 1,943,836

維持補修費 208,370

減価償却費 2,047,123

その他 -

その他の業務費用 340,892

支払利息 155,040

徴収不能引当金繰入額 8,017

その他 177,835

移転費用 7,722,358

補助金等 6,105,046

社会保障給付 1,612,883

その他 4,429

経常収益 1,074,720

使用料及び手数料 851,891

その他 222,829

純経常行政コスト 13,431,963

臨時損失 26,781

災害復旧事業費 5,576

資産除売却損 21,205

損失補償等引当金繰入額 -

その他 -

臨時利益 4,232

資産売却益 4,232

その他 -

純行政コスト 13,454,511

【様式第２号】

全体行政コスト計算書
自　　令和３年４月 １日
至　　令和４年３月31日

科目



（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 28,827,924 51,064,712 △22,236,789 -

純行政コスト（△） △13,454,511 △13,454,511 -

財源 13,723,190 13,723,190 -

税収等 8,481,465 8,481,465 -

国県等補助金 5,241,725 5,241,725 -

本年度差額 268,679 268,679 -

固定資産等の変動（内部変動） △270,343 270,343

有形固定資産等の増加 1,166,086 △1,166,086

有形固定資産等の減少 △2,065,463 2,065,463

貸付金・基金等の増加 726,592 △726,592

貸付金・基金等の減少 △97,558 97,558

資産評価差額 △23 △23

無償所管換等 128,659 128,659

他団体出資等分の増加 - -

他団体出資等分の減少 - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 397,315 △141,707 539,022 -

本年度末純資産残高 29,225,238 50,923,005 △21,697,767 -

【様式第３号】

全体純資産変動計算書
自　　令和３年４月 １日
至　　令和４年３月31日

科目 合計



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 12,474,011

業務費用支出 4,715,976
人件費支出 2,255,755
物件費等支出 2,128,929
支払利息支出 155,040
その他の支出 176,251

移転費用支出 7,758,036
補助金等支出 6,140,724
社会保障給付支出 1,612,883
その他の支出 4,429

業務収入 14,287,495
税収等収入 8,361,264
国県等補助金収入 4,958,609
使用料及び手数料収入 771,151
その他の収入 196,472

臨時支出 5,576
災害復旧事業費支出 5,576
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 1,807,908
【投資活動収支】

投資活動支出 1,837,199
公共施設等整備費支出 1,165,984
基金積立金支出 668,412
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 1,720
その他の支出 1,083

投資活動収入 395,668
国県等補助金収入 336,344
基金取崩収入 39,073
貸付金元金回収収入 1,696
資産売却収入 5,762
その他の収入 12,794

投資活動収支 △1,441,531
【財務活動収支】

財務活動支出 1,344,413
地方債等償還支出 1,340,550
その他の支出 3,862

財務活動収入 1,227,634
地方債等発行収入 1,193,728
その他の収入 33,906

財務活動収支 △116,779
249,598

1,778,486
2,028,084

前年度末歳計外現金残高 20,447
本年度歳計外現金増減額 9,940
本年度末歳計外現金残高 30,386
本年度末現金預金残高 2,058,470

本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

【様式第４号】

全体資金収支計算書
自　　令和３年４月 １日
至　　令和４年３月31日

科目 金額



 

1 
 

【全体財務書類 注記事項】 

 

1 重要な会計方針 

 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和59年度以前に取得したもの････････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 出資金の評価基準及び評価方法 

① 出資金 

市場価格のないもの････････････････････････出資金額 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 貯蔵品････････････････････････････････････先入先出法による低価法 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物     8年～50年 

工作物   10年～60年 

物品     3年～20年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっていま

す。） 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及

びリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 



2 
 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額から、滋賀県市町村職員退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額

から既に当町職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、同組合における積

立金額の運用益のうち当町へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する

法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額の見込額につ

いて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑹ リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額

が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 全体資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金） 

なお、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

⑻ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象会計については、税抜方式によっています。 
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2 追加情報 

 

⑴ 連結対象会計 

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合 

水道事業会計 地方公営事業会計（公営企業） 全部連結 － 

下水道事業会計 地方公営事業会計（公営企業） 全部連結 － 

国民健康保険特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

介護保険特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

後期高齢者医療特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

簡易水道特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

農業集落排水事業特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

連結の方法は次のとおりです。 

① 地方公営事業会計は、全て全部連結の対象としています。 

 

⑵ 出納整理期間 

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間に

おける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間

に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

⑶ 表示単位未満の取扱い 

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 



（単位：千円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 50,844,336 固定負債 22,664,167

有形固定資産 47,136,258 地方債等 14,256,322

事業用資産 13,503,532 長期未払金 -

土地 5,960,959 退職手当引当金 2,062,194

立木竹 - 損失補償等引当金 91,328

建物 20,608,385 その他 6,254,323

建物減価償却累計額 △13,643,960 流動負債 1,758,751

工作物 1,273,282 1年内償還予定地方債等 1,380,046

工作物減価償却累計額 △695,134 未払金 199,163

船舶 - 未払費用 -

船舶減価償却累計額 - 前受金 -

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 145,002

航空機 - 預り金 30,491

航空機減価償却累計額 - その他 4,049

その他 - 24,422,918

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 - 固定資産等形成分 52,539,500

インフラ資産 32,322,234 余剰分（不足分） △21,899,529

土地 631,663 他団体出資等分 -

建物 2,330,606

建物減価償却累計額 △1,998,809

工作物 85,586,051

工作物減価償却累計額 △55,084,046

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 856,769

物品 5,031,777

物品減価償却累計額 △3,721,284

無形固定資産 1,267,550

ソフトウェア 20,344

その他 1,247,206

投資その他の資産 2,440,528

投資及び出資金 39,157

有価証券 -

出資金 39,157

その他 -

長期延滞債権 143,194

長期貸付金 2,616

基金 2,264,057

減債基金 333,542

その他 1,930,515

その他 -

徴収不能引当金 △8,496

流動資産 4,218,553

現金預金 2,218,234

未収金 306,384

短期貸付金 1,221

基金 1,693,943

財政調整基金 1,553,943

減債基金 140,000

棚卸資産 430

その他 -

徴収不能引当金 △1,659
繰延資産 - 30,639,971

55,062,889 55,062,889

【様式第１号】

連結貸借対照表
（令和４年３月31日現在）

科目 科目

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

負債合計



（単位：千円）

金額

経常費用 16,978,660

業務費用 7,567,920

人件費 2,497,533

職員給与費 1,934,143

賞与等引当金繰入額 145,002

退職手当引当金繰入額 14,890

その他 403,498

物件費等 4,574,161

物件費 2,138,275

維持補修費 218,185

減価償却費 2,217,448

その他 254

その他の業務費用 496,226

支払利息 156,719

徴収不能引当金繰入額 8,044

その他 331,462

移転費用 9,410,740

補助金等 7,792,633

社会保障給付 1,612,883

その他 5,224

経常収益 1,153,199

使用料及び手数料 907,130

その他 246,068

純経常行政コスト 15,825,461

臨時損失 27,018

災害復旧事業費 5,576

資産除売却損 21,442

損失補償等引当金繰入額 -

その他 -

臨時利益 4,234

資産売却益 4,232

その他 2

純行政コスト 15,848,245

【様式第２号】

連結行政コスト計算書
自　　令和３年４月 １日
至　　令和４年３月31日

科目



（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 30,310,013 52,767,522 △22,457,509 -

純行政コスト（△） △15,848,245 △15,848,245 -

財源 16,069,114 16,069,114 -

税収等 9,102,386 9,102,386 -

国県等補助金 6,966,728 6,966,728 -

本年度差額 220,869 220,869 -

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額 △23

無償所管換等 128,659

他団体出資等分の増加 - -

他団体出資等分の減少 - -

比例連結割合変更に伴う差額 △19,512

その他 △35

本年度純資産変動額 329,958 △228,022 557,980 -

本年度末純資産残高 30,639,971 52,539,500 △21,899,529 -

【様式第３号】

連結純資産変動計算書
自　　令和３年４月 １日
至　　令和４年３月31日

科目 合計

省 略



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 -

業務費用支出 -
人件費支出 -
物件費等支出 -
支払利息支出 -
その他の支出 -

移転費用支出 -
補助金等支出 -
社会保障給付支出 -
その他の支出 -

業務収入 -
税収等収入 -
国県等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 -

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 -
【投資活動収支】

投資活動支出 -
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 -
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 -
【財務活動収支】

財務活動支出 -
地方債等償還支出 -
その他の支出 -

財務活動収入 -
地方債等発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 -
-
-
-

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 -

本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

【様式第４号】

連結資金収支計算書
自　　令和３年４月 １日
至　　令和４年３月31日

科目 金額



 

1 
 

【連結財務書類 注記事項】 

 

1 重要な会計方針 

 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和59年度以前に取得したもの････････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 出資金の評価基準及び評価方法 

① 出資金 

市場価格のないもの････････････････････････出資金額 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 貯蔵品････････････････････････････････････先入先出法による低価法 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物     8年～50年 

工作物    6年～60年 

物品     3年～20年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当町における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっていま

す。） 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及

びリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 
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⑸ 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務及び年金資産の見

込み額に基づき計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する

法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額の見込額につ

いて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑹ リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額

が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 
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2 追加情報 

 

⑴ 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

水道事業会計 地方公営事業会計（公営企業） 全部連結 － 

下水道事業会計 地方公営事業会計（公営企業） 全部連結 － 

国民健康保険特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

介護保険特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

後期高齢者医療特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

簡易水道特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

農業集落排水事業特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

滋賀県市町村職員退職手当組合 一部事務組合・広域連合 － － 

八日市布引ライフ組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 15.81 ％ 

滋賀県市町村議会議員 
公務災害補償等組合 

一部事務組合・広域連合 比例連結 10.29 ％ 

中部清掃組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 15.40 ％ 

東近江行政組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 

議会総務 
10.12 ％ 

消防 

 8.94 ％ 

救急医療 

 9.42 ％ 

滋賀県市町村職員研修センター 一部事務組合・広域連合 比例連結  2.00 ％ 

滋賀県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結  1.73 ％ 

連結の方法は次のとおりです。 

① 地方公営事業会計は、全て全部連結の対象としています。 

② 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としていま

す。 

ただし、滋賀県市町村職員退職手当組合については、連結財務書類の貸借対照表に当該団体の持

分相当の退職手当に係る基金及び退職手当支給準備金を計上することをもって連結したものとみ

なしています。 

 

⑵ 出納整理期間 

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出納整

理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間

で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整して

います。 

 

 



4 
 

⑶ 表示単位未満の取扱い 

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 


